※ご提出の際は、青字の記載ポイントは全て削除ください。

令和８年　　月　　日
（※代表申請者が荷主事業者の場合）
経済産業省 商務・サービスグループ 物流企画室　宛
（※代表申請者が物流事業者の場合）
国土交通省 物流・自動車局 物流政策課　宛

（代表申請者）　住所
　 事業者名
　 代表者の氏名


令和８年度　物流パートナーシップ優良事業者表彰
申請書

１．申請事業の名称
	




２．申請者
	[代表申請者]
（幹事）
	荷主・物流事業者（※どちらかに○をつけてください）
事業者名：　　　　　　　　　　　　代表者：
所 在 地：
担当部署：
担当者名：
電　　話：　　　　　　　　　　　　E-mail：

	[共同申請者]

	事業者名：　　　　　　　　　　　　代表者：
所 在 地：
担当部署：
担当者名：
電　　話：　　　　　　　　　　　　E-mail：

	[共同申請者]

	事業者名：　　　　　　　　　　　　代表者：
所 在 地：
担当部署：
担当者名：
電　　話：　　　　　　　　　　　　E-mail：

	[共同申請者]

	事業者名：　　　　　　　　　　　　代表者：
所 在 地：
担当部署：
担当者名：
電　　話：　　　　　　　　　　　　E-mail：

	[共同申請者]

	事業者名：　　　　　　　　　　　　代表者：
所 在 地：
担当部署：
担当者名：
電　　話：　　　　　　　　　　　　E-mail：


　※申請者の情報について、すべての項目を記入ください。
　※共同申請者の項目が足りない場合は、追加の上、記入をお願いいたします。
３．事業の内容
	背景と目的
	【事業を行うに至った背景（事業実施を企図するに至った課題感と経緯等）】



【事業を実施した目的】




	事業の概要
	※記入に当たっては、取組の主体や内容、効果等について具体的に記入くださいますようお願いします。
（１）本事業の取組前（～○年○月）
①実施内容及び実施体制（各社の役割分担）
※事業実施前の、各社の取組の状況を明確に記載すること。






②本事業の実施前フロー
※実施前の業務フローが明示的に分かる図や写真等を添付してください。






（２）本事業の取組　（事業開始：○年○月～現在に至る）
①実施内容及び実施体制（各社の役割分担）
※事業実施に当たり、申請者の共同実施体制について、申請者に名を連ねている各社の役割を明確に記載すること。






②実施後フロー
※実施後の業務フローが明示的に分かる図や写真等を添付してください。







（３）本事業における新規性
※これまで同じ業界の中で実施されたことのない物流効率化のビジネスモデルを構築した取組など、特筆する点があれば記載ください。








（４）本事業における困難克服性
※困難な課題に取り組み、解決したなど、特筆する点があれば記載ください。








（５）本事業における継続性
※「実証実験」から「社会実装」へのステップアップや、取組の自社におけるインパクトの大きさ等、将来にわたる継続性について、特筆する点があれば記載ください。








（６）事業概要図
別添の様式２のとおり。
※ご提出必須となりますので、ご留意ください。













４．事業の成果
	（１）本事業における環境負荷低減への貢献
※輸送によるＣＯ２削減効果の根拠について、原則として様式１を用いて計算の上、提出してください。添付は必須となります。
※輸送以外の取組によるＣＯ２排出削減量がある場合には、任意の形式で計算根拠を添付してください。
※ＣＯ２排出削減量及び削減率以外にも、環境負荷低減への貢献について、特筆する点があれば記載ください（定性的な記述でも構いません）。




（２）本事業における業界への啓発・波及効果（横展開可能性等）
※取組の内容についての横展開可能性及び、ニュースリリースによる発信、業界団体への周知等について特筆する点があれば記載ください。



（３）本事業における徹底的な物流効率化
※「総合物流施策大綱（2026年度～2030年度）」の「Ⅲ．今後取り組むべき施策」の内、「１．サービスの供給制約に対応するための徹底的な物流効率化」に記載の内容（物流ネットワークの自動化・省人化や、新モーダルシフト、地域のラストマイル配送等の物流効率化等）に関連する取組について、特筆する点があれば記載ください。





（４）本事業における商慣行の見直し、行動変容、産業構造の転換
※「総合物流施策大綱（2026年度～2030年度）」の「Ⅲ．今後取り組むべき施策」の内、「２．物流全体の最適化に向けた商慣行の見直しや荷主・消費者の行動変容、産業構造の転換」に記載の内容（荷主・物流事業者・消費者等の連携・協力の強化や、取引環境の適正化等）に関連する取組について、特筆する点があれば記載ください。








（５）本事業における物流人材の地位・能力向上、労働環境の改善
※「総合物流施策大綱（2026年度～2030年度）」の「Ⅲ．今後取り組むべき施策」の内、「３．持続可能な物流サービスの提供に向けた物流人材の地位・能力の向上と労働環境の改善」に記載の内容（物流人材の確保・育成や、労働環境の改善、生産性向上等）に関連する取組について、特筆する点があれば記載ください。





（６）本事業における連携・協力による物流標準化、物流ＤＸ・ＧＸ推進
※「総合物流施策大綱（2026年度～2030年度）」の「Ⅲ．今後取り組むべき施策」の内、「４．物流に携わる多様な関係者の連携・協力による物流標準化と物流ＤＸ・ＧＸの推進」に記載の内容（フィジカルインターネットの実現を見据えた物流標準化・デジタル化や、サプライチェーン全体の脱炭素化等）に関連する取組について、特筆する点があれば記載ください。





（７）本事業におけるサプライチェーンの高度化・強靱化
※「総合物流施策大綱（2026年度～2030年度）」の「Ⅲ．今後取り組むべき施策」の内、「５．厳しさを増す国際情勢や自然災害等に対応したサプライチェーンの高度化・強靱化」に記載の内容（サプライチェーンの高度化・強靭化や、サイバーセキュリティの確保等）に関連する取組について、特筆する点があれば記載ください。





（８）本事業における その他特筆すべき成果











５．その他（該当項目に「ﾚ」）
□「エコレールマーク運営・審査委員会」が実施する「エコレールマーク」認定企業である。
　事業者名【　　　　　　　　　　】認定日【　　年　　月　　日】
□「エコシップ・モーダルシフト事業・実行委員会」が実施する「エコシップマーク」認定企業である。
　事業者名【　　　　　　　　　　】認定日【　　年　　月　　日】
□ＩＳＯ１４００１（環境マネジメントシステムに関する国際規格）を取得した事業所において行うもの。
　事業者名【　　　　　　　　　　】認定日【　　年　　月　　日】
□交通エコロジー・モビリティ財団が実施する「グリーン経営認証制度」に基づく認証を取得した事業所において行うもの。
　事業者名【　　　　　　　　　　】認定日【　　年　　月　　日】
□「物資の流通の効率化に関する法律」（物流効率化法）の認定を受けた事業と関連した事業である。
　認定番号【（例）2○○○○○○○商第○号、国総物第○号　】認定日【　　年　　月　　日】
□「エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律」（省エネ法）に規定された計画書に記載されている事業である。
計画書名【　　　　　　　　　　】日付【　　年　　月　　日】
□申請者の内少なくとも１事業者以上が「ホワイト物流推進運動」の「自主行動宣言」の必須項目に合意し、賛同表明している。
　事業者名【　　　　　　　　　　】表明日【　　年　　月　　日】
□「地球温暖化対策の推進に関する法律」又は低炭素社会実行計画に記載されている事業である。
計画書名【　　　　　　　　　　】日付【　　年　　月　　日】
□賞罰　【　　　年　　月　　日（種別）　　　　　　（事由）　　　　　　　　　　　　　　　　】
【　　　年　　月　　日（種別）　　　　　　（事由）　　　　　　　　　　　　　　　　】
□その他【　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】
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